











Jamaica Plain Neighborhood Development Corporation）という、「地域社
会に根差した組織（CBO:Community Based Organization）」の事例研究で








JPNDC は手を引き、2008 年 2 月、Jewish Vocational Service Boston （JVS-
Boston）という、地元の労働力開発NPOへと移された。それはなぜだったのか。











































2007 年 8 月
原著者 Joan Fitzgerald 教授との質疑応答
JPNDC 訪問、「ボストン医療介護研究訓練機構」に関して訓練担
当マネジャーの Anne Doherty 氏らとの質疑応答、資料収集
「ボストン医療介護研究訓練機構」の連携機関、Roxbury 
Community College の見学、資料収集
JPNDC と連携する近隣の NPO である MissionWorks の見学、資
料収集
JP 地区のハウジングの成果、ロングウッド医療エリアを見学
（2008 年 2 月）「ボストン医療介護研究訓練機構」の、JPNDC から JVS-Bostonへの移管
（2008 年 11 月）『キャリアラダーとは何か』翻訳刊行
2011 年 1 月
JVS-Boston の副理事 Carol Grady 氏との質疑応答、資料収集
JVS-Boston 内の見学
2011 年 3 月
JVS-Boston の副理事 Carol Grady 氏との質疑応答、資料収集




















　マサチューセッツ州の州都ボストンは、人口 62 万人と、州の 9.4% が集中
している。65 歳以上人口は 10.1% となっている（2010 年国勢調査）。他州の
大都市と同様、有色人種の集中度が非常に高い。2005 ～ 2007 年の労働力人口
をみると、白人のしめる割合は、合衆国全体、マサチューセッツ州、ボストン
市の順に 8割＞ 7割＞ 5割である。また、ボストン市の 18 歳未満人口におけ
る白人比率は、1970年→ 1980年→ 2000年の順に 7割→ 5割→ 3割と低下した。
なお学歴構成は、2008 年時点で、25 歳以上のボストン市民の 4割が大卒以上
学歴である。ただし人種別でみると、白人、アジア系、アフリカ系、ヒスパニッ
クの順に 5割強＞ 4割＞ 2割＞ 2割弱となっている。つまりボストン市では、
白人比率の減少と低学歴化が進行している 。（3）
図表 2 の地図に示すように、北東から南西に細長いボストン市は、16 の行
政地区（district）に分かれている。JP 地区は、州と市の行政機能が集中し商
業も盛んな Central 地区と Back Bay/Beacon Hill 地区からすると、Fenway/
Kenmore 地区を挟んで南西方向に位置する。2000 年の国勢調査によれば、JP
地区の人口は 36,302 人で、白人 49%、ヒスパニック 29%、アフリカ系 15%、
アジア系 4%、その他 3% となっている。また、世帯の 37% は世帯所得が
35,000 ドル未満、17% が連邦政府の貧困ラインを下回っている 。（4）







とても勧められないと言っていたが、いまや JP 地区はボストン市内で 3番目
に地価が高い」と指摘している（5）。だが、これは南部に当てはまることであっ













しめている。また、これは拡大ボストン圏の数値だが、2000 年から 2008 年に
かけて、製造セクターでの雇用は約 80,000 人減少したのに対し、医療介護セ






療介護分野であれば、准看護師（licensed practical nurse, 2008 年の年間所得
中央値は 49,490 ドル）や医科学研究所の技能技術者（medical lab technician, 
同 37,170 ドル）などである。Wilczynski によれば、マサチューセッツ州では
2006 年から 2016 年にかけて、中間スキル職は上位スキル職の求人需要に匹敵








JPNDC は、JP 地区の住民 150 人が参加し、準備に 18 か月をかけ 1977 年 6















（CDC: Community Development Corporation）（8）へと成長していく動きも見
られた。CDC は、ニクソン政権が 1974 年に制定した住宅・地域社会開発法に
よって発展を促された。なぜなら同連邦法は、詳細な行政的基準を定めた特
定補助金（categorical grant）ではなく、地域社会の裁量の大きい包括補助金













新築の取り組みは、JC 地区の北部を中心に、これまで約 20 箇所にも及ぶ。こ
れらの住居のなかには、協同アパート cooperative apartment もある。アパー
トの建物全体を所有・管理する法人の株式を居住者が取得・保有し、持ち分に
応じて部屋を占有する。1993年に完成したハイド・スクウェア協同アパート（41
室）がその一例だ。図表 2の地図でいえば、地域コード 03305 の凸部のすぐ右
側、つまり世帯所得中央値が最も低い場所である。
②のスモール・ビジネスの活性化は、閉鎖されたビール工場を活用した、コ




りつけて改修に着手した。2007 年 8 月の見学時には、メキシコ料理の宅配店
が注意を惹いた。学歴や就労・所得などの点でアフリカ系アメリカ人よりも
不利であり続けているヒスパニック系住民のコミットメントを高める努力を、
JPNDC がずっと続けてきたことの、1つの現れと言えよう。なお 2009 年は全
てのテナントが埋まり、ここで働く人びとは 500 人に達した。
③の就労支援としては、English High School の成人学習コースとの協賛に
よる、1996 年のキャリアフェア開催が最初である。その 2年後、より本格的
なイニシアチブを開始する。Jobs for Jamaica Plain という就労相談・指導、
そして在宅保育者訓練プログラムである。これら 2つが開始された 1998 年は、














JPNDC が始めたのは 2000 年である。以上①②③をまとめると、1977 年に








2009 会計年度で 330 万ドルである。収入は、保育プログラムから 100 万ドル、
私的財団から 90 万ドル、不動産関連収入が 70 万ドルと、これらで 8割をしめ
る。支出では人件費（給与と給付、所得税）が 6割超に達している。
3　「未来への架け橋」から「ボストン医療介護研究訓練機構」へ































また 20% が昇進を遂げるという成果を生み出した（同訳書 : 63－66）。
「未来への架け橋」は 2002 年春に急速に拡大し、8つの病院（のちに 11）、2
つのコミュニティ・カレッジ、4つのコミュニティ組織、行政機関等が参加する。
「未来への架け橋」は名称も変更し「ボストン医療介護研究訓練機構（BHCRTI: 
Boston Health Care Research Training Institute）」となった。JPNDC は引
























（2000 年 2 月～ 2002 年前半）
ボストン医療介護研究訓練機構
（2002 年後半～ 2007 年）
運営委員会 JPNDC（統率組織） JPNDC（統率組織）

















管理職 2 人（JPNDC と Fenway 
CDC）
管理職 3 人（JPNDC と Fenway 
CDC）
キャリアコーチ 2 人（JPNDC と
Fenway CDC）
























JPNDC と Fenway CDC の雇用ス
ペシャリストが、それぞれの地区
住民に働きかける
JPNDC と Fenway CDC の雇用ス
ペシャリストが、それぞれの地区
住民に働きかける











プログラムへの新しい助成金（BEST: Building Essential Skills Through 
Training）に「未来への架け橋」は応募し、採択されたのだ（2002 年 2 月通知）。






と拡充されたのだが、本稿の冒頭で述べたように、2008 年 2 月、「ボストン医
療介護研究訓練機構」は JPNDC から JVS-Boston へと移され、名称も「医療
介護訓練講座（HTI: Healthcare Training Institute）」に変更された。筆者は











とずっと引っかかっていた疑問を解き明かす機会は、2011 年 1 月に得られた。
JVS-Boston の担当副理事キャロル・グレイディ（Carol Grady）氏 を訪れた
のである（図表 1：調査実施のタイムライン参照）。彼女の説明の大意を以下
に示す。（14）


















に沿った人事管理を指向する。しかるに JPNDC は、地域住民の、エントリ ・ー
ジョブへの／からの上昇移動に資するカリキュラムを重視する。確かに、さま
ざまなレベルや種類のスキルに対応したカリキュラムが用意されているとして






























表 3 に示したように、「未来への架け橋」は当初、4 つの病院と JPNDC と
Fenway CDC のパートナーシップという、非常に小さな規模で始まった。と



























展を遂げている。JVS-Boston の下での HTI は、グレイディ氏が統括する 250
万ドルの年間予算によって、7つの病院での現職者訓練と、公認看護助手（CNA: 
Certified Nurse Assistant）養成から構成されている。「ボストン医療介護研
究訓練機構」の年間予算のピークが 90 万ドル（2004 年）、JPNDC の年間予算













































ない。CBO には、さまざまな形態があり得る。governmental か non-
governmental か、後者であれば for-profit か non-profit か、さらには、
法人 corporation か任意団体 voluntary association か。つまり公的エー
ジェンシー、営利企業、労働組合、宗教団体のいずれも、その活動の如
何によって、「地域に根差す」ことが可能である。





（3）この段落の統計数値は、US Census Bureau, Census and American 
Community Survey からの引用である。
（4）QUICK OVERVIEW OF JAMAICA PLAIN を参照（2007 年 8 月 12 日）。
http://www.jpndc.org/overview_jp.html
（5）（4）に同じ。
（6）Massachusetts Executive Office of Labor & Workforce Development の
データより。






（8）CDC は地域社会に根差した組織＝ CBO の一形態である。注 1も参照。
（9）以下の記述は、JPNDC の 25 周年記念冊子 Our Community, Our World, 



















（16）ABOUT THE JPNDC を参照（2007 年 8 月 12 日）。http://www.jpndc.
org/about_jpndc.html
（17）ウィスコンシン地域訓練パートナーシップ（WRTP: Wisconsin 












（19）2011 年 1 月、グレイディ氏の説明と提供資料。
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The purpose of this paper is (1) to clarify why JPNDC, a CDC in 
Boston, withdrew from a career ladder program and transferred it to JVS-
Boston, a NPO for workforce development, even though this program 
had been nationally highlighted as an innovative one, and (2) to give a 
sociological thought on the relationship among local community, workforce 
development, and labor market.
Many researches on career ladder program often ignore a fact that a 
sudden increase in the labor demand for low and middle skill jobs may 
happen through the success of the program. That is what happened to 
JPNDC and therefore a follow-up survey on the “AFTER” of “success” is 
needed.  This is why this paper carries it out as for JPNDC, referred to in 
Fitzgerald (2006).
The findings are the following: because “Bridge to the Future,” which 
started up by a small partnership (2 CDCs and 4 hospitals), was highly-
evaluated at its early stage, it expanded rapidly to a large partnership of 20 
organizations including 8 hospitals and resulted in a steep increase in the 
labor demand, both in quantity and in quality.  It is the very discrepancy 
between mission and practice for JPNDC to lead a city-wide partnership 
and to invest more resources in workers other than its residents.
The findings above are generalized as the following: what CBO with what 
mission will intermediate the labor market changes (1) what a targeted 
local community means, and (2) how a local community empowers its people 
and facilitates workforce development.
  The implication of this case study leads to a practical and theoretical 
question asking “is it possible for us to create institutions which enables 
any minor organizations for workforce development targeted to a small 
local community to be socially legitimated and to be sufficiently funded?” 
Further research should analyze emerging phenomenon in order to answer 
this question.
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